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平成29年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業(精神障害分野)） 

「向精神薬の処方実態の解明と適正処方を実践するための薬物療法ガイドラインに関する研究」 
（H29-精神－一般-001） 

分担研究報告書 
 

抗精神病薬の多剤是正方策・向精神薬の全国的処方動向集計の考察 
 

研究分担者 山之内芳雄  国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター精神保健研
究所 
精神保健計画研究部・部長 

 
研究要旨 
【背景と目的】ナショナルデータベース(NDB)からの公開可能な集計データを用いることで、全国民レ
ベルでの向精神薬の処方実態を俯瞰し、それによる国民健康・安全性の現状等を考察した。出口戦略と
しての抗精神病薬の多剤是正方策においては、分担研究者が開発した SCAP (Safety correction for 
antipsychotics poly-pharmacy and high-dose) 法の普及に向けた方策を検討した。 
【方法】平成 27 年 2 月から 29 年 4 月までの精神医療にかかるレセプトデータを利用した研究「厚生労
働行政推進調査事業 精神科医療提供体制の機能強化を推進する政策研究 (研究代表者 山之内芳
雄)」が公表した成果物から、平成 27 年 10 月・28 年 3 月・28 年 10 月・29 年 3 月の抗精神病薬処方の 3
種類以上の抗精神病薬が処方された者の割合を検討した。また日本精神神経学会「精神科臨床における
多職種チームの活かし方フォーラム～単剤化・低用量化における多職種チームの役割～」において、
SCAP 法を含めた多剤処方是正のための方策について普及を行った。 
【結果】NDB 公表可能データ活用による抗精神病薬 3 剤以上処方者割合は 9.1%から 5.4%へ一貫して漸
減していたが、平成 28 年 4 月の診療報酬改訂を境にその漸減が進んでいた。多職種フォーラムにおい
ては、SCAP 法とその安全性・必要性について、診療報酬の減算規定が梃子になっているものの、それ
を多職種で理解し共有する必要が話し合われた。 
【考察】NDB における抗精神病薬 3 剤以上の処方者の推移では、近年の多剤処方に対する意識の高まり
や診療報酬における多剤処方者の減算規定が効果を示していることが示唆された。また多剤大量処方の
是正における出口戦略としての減量方策は、安全性の検証とともに、医療機関での多職種協働の構築が
重要であると考えられた。 
 
 

Ａ．研究目的 
 
 抗精神病薬をはじめとした「多剤大量処方」が話
題になって 10 年以上経過している。統合失調症患
者への抗精神病薬処方量が諸外国と比べて多いと
報告され、平成 26 年からは診療報酬において減算
規定が設けられ、平成 28 年度からは強化されてい
る。向精神薬の全国的処方動向集計の考察において
は、個々の薬剤に関しては、市販後臨床試験や、さ
まざまな応用研究で、その効果や安全性に関して検
証されているものの、全 
 
 
国民レベルでの、健康に関する波及効果や診療報酬
改訂の影響などはわからない。 

そのため、ナショナルデータベース(NDB)からの
公開集計データを用いることで、全国民レベルでの
向精神薬の処方実態を俯瞰し、それによる国民健
康・安全性の現状等を考察することを目的とする。 
 平成 29 年度には、厚生労働行政推進調査事業費

「精神科医療体制の機能強化を推進する政策研究」
で集計されるデータの中から、本研究にとって意義
あるデータに関して検討を行い、上記目的に合致す
るようなデータ公表のあり方について検討するこ
ととした。 
また、出口戦略としての抗精神病薬の多剤是正方

策においては、分担研究者が平成 25 年に SCAP 
(Safety correction for antipsychotics poly-pharmacy and 
high-dose) 法という「とてもゆっくり、1 種類ずつ、
戻しても可」とする減量法 1)を開発したが、その普
及に向けた方策として、その他の減量方策に関する
文献等のレビューも行うとともに、医療機関の現場
における普及方策について検討した。 
 
Ｂ．研究方法 
 
 NDB においては、全国のすべての医療保険を用い
た診療行為、投薬、診断等の情報は、医療費支払い
機関にレセプト情報として毎月電子的にあげられ
る。その情報をすべて格納したものについて、厚生
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労働省保険局が行政利用・研究目的で、審査の上デ
ータ提供している。 
 本研究では、平成 29 年 7 月申し出により厚生労
働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課
が借り受けた、平成 27 年 2 月から 29 年 4 月までの
精神医療にかかるレセプトデータを利用した研究
「厚生労働行政推進調査事業 精神科医療提供体
制の機能強化を推進する政策研究 (研究代表者 
山之内芳雄)」が公表した成果物を活用した。 

用いた成果物は、平成 27 年 10 月・28 年 3 月・28
年 10 月・29 年 3 月の抗精神病薬処方のあった全レ
セプトから、抗精神病薬の処方があった者の実数と、
一回でも同一日に 3 種類以上の抗精神病薬が処方さ
れた者の実数のデータである。なお、レセプトデー
タにおける注意事項として、①生活保護による請求
レセプトは含まれていない ②精神病床における
特定入院料を算定する病棟に期間内に入院してい
た者の薬剤情報が無い、がある。また抗精神病薬は、
診療報酬にて定められている薬剤をすべて対象と
した。この公表可能なデータを用いて、本研究にお
ける多剤処方者の動向について検討した。 
 抗精神病薬の多剤是正方策においては、(公社) 日
本精神神経学会の多職種共働委員会が主催した、第
4 回、第 5 回「精神科臨床における多職種チームの
活かし方フォーラム～単剤化・低用量化における多
職種チームの役割～」において、SCAP 法を含めた
多剤処方是正のための方策について講演およびグ
ループワークを行い、普及を行った。また、SCAP
法による減量は、先にも述べたように 1 日 CP 換算
で 1,500mg までの患者さんでその安全性は示されて
いるが、例えば 2,000mg を超えるような患者さんに
適応できるかは示されていない。2,000mg を超える
ような大量になっている場合、過去に増悪や再燃を
繰り返し、逐次増量された結果であることも少なく
ないだろう。そのような場合、より慎重になるべき
と考える。このような病態に対する安全な減量方策
について検討した。 
 
（倫理面への配慮） 
 本研究は、レセプト情報・特定健診等情報の提供
に 関するガイドラインを遵守して所用の手続きの
もと行った。 
 
Ｃ．研究結果 
 
 NDB 公表可能データ活用による抗精神病薬 3 剤
以上処方者割合の推移について、図 1 に示した。抗
精神病薬が処方された者は、大凡 150 万人が集計さ
れた。その中での 3 種類以上処方者の割合は 9.1%か
ら 5.4%へ一貫して漸減していたが、平成 28 年 4 月
の診療報酬改訂を境にその漸減が進んでいた。 
 多職種フォーラムにおいては、SCAP 法とその安
全性、必要性について別添のように紹介を行い、引

き続き多職種各々の多剤処方是正のための役割に
ついてグループディスカッションを行った。診療報
酬の減算規定が梃子になっていること、それを多職
種で理解し共有する必要性があることについて話
し合われた。 
文献からは、SCAP 法の安全が確認されていない

大量投与が長期間になった者に関する減量法に LAI
を用いた報告があった。大量長期の者においては、
ドーパミン受容体が適応の結果増加しているので
はないかといわれている。このような病態に対して
は、血中濃度の安定をねらった Long acting injection 
(LAI)への置き換えが有効であった 2)。72 例の大量
長期者の統合失調症患者と 36 例の該当しない患者
に対して、内服薬を部分的に Risperidone LAI に置き
換え 1 年間経過観察したところ、DSP 患者のほうが
Brief psychotic rating scale (BPRS) 評点の改善がみ
られたというものである。 
 
Ｄ．考察 
 
 NDB における抗精神病薬 3 剤以上の処方者の推
移では、近年の多剤処方に対する意識の高まりや診
療報酬における多剤処方者の減算規定が効果を示
していることが示唆された。それは、平成 28 月 3
月から 10 月にかけて、減少幅が増加しているが、
その間新規抗精神病薬の発売やその他多剤患者を
減少させるような事象はないと思われ、平成 28 年 4
月の改訂による影響と考えた。 
 SCAP 法の普及方策等については、1 日あたりク
ロルプロマジン換算 1,500mg 以上の大量処方者に関
して、LAI の安全性当も踏まえた、総合的な検証が
必要と考える。平成 26 年の患者調査では精神病床
入院患者の過半数が 65 歳以上になり、今後さらな
る高齢化が見込まれる。高齢化すれば腎・肝機能の
衰え、体重減少などが起こり、身体に効いている薬
剤の量は相対的に増えていく。抗精神病薬のみなら
ずすべての薬剤は、統合失調症の症状のみならず身
体に影響を及ぼし、負担をかけているはずである。
大量処方を是正することで、これらのリスクを低減
することが求められており、事前に身体負担を減ら
すことで、患者の転倒や誤嚥などの健康リスクを予
防することにつながるとも考えられる。 
 
Ｅ．結論 
 
 NDB による全レセプト集計データより、わが国の
抗精神病薬の多剤処方は漸減しており、診療報酬の
効果も影響していると考えられた。また、多剤大量
処方の是正における出口戦略としての減量方策は、
安全性の検証とともに、医療機関での多職種協働の
構築が重要である。 
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